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Ⅰ 序──課題設定

１．問題の所在

エジプトはナイルに全面的に依存していると

いう意味で，歴史的に，環境決定論の対象にさ

れることが多かった。この環境決定論の代表的

な議論は水利社会論，つまり巨大河川を統御す

るためには，中央集権的な国家が必要とされ，

東洋的専制が生まれるという議論である。

エジプト研究では，位相を異にする様々な問

題が，この水利社会論と結びついて議論されて

きた。政治体制や行政機構に関しては，中央集

権的な体質という問題が，中央─地方関係に関

わる問題，つまり地方に対するカイロの支配力

の強さとして論じられてきた［長沢１９９７；伊能

１９９３］。また，空間編成に関しては，ナイル川

に依存する農業社会としての同質性が語られて

きた。つまり，エジプト社会は中央のカイロと

の対比において，デルタ流域（下エジプト）で

あれナイル峡谷（上エジプト）であれ，ナイル

の水という同じ水利条件の下におかれていると

いう意味で，同質的な空間として捉えられてき

たのである。そして，この同質的な社会観は，

エジプト民族主義の高揚期には，農民としての

国民の一体性を補強するために強調されてきた

所得水準・就業・教育水準からみたエジプトの地域類型

いわ さき な

岩 崎 えり奈

《要 約》

エジプト社会は，ナイルの水に全面的に依存している。そのため，これまでのエジプト研究では，

エジプト社会は中央（カイロ）と地方間関係として議論される傾向が強かった。かかるエジプト社会

観の裏返しは，空間的な観念の希薄さである。実際，これまで，社会経済的な住民の生活空間として

の「地域」は設定されてこなかった。地域として認識されていたのは，せいぜい，下エジプト・上エ

ジプト地方という区分であった。そこで，本稿では客観的データに基づく社会経済的な地域類型を行

うべく，所得ならびに就業，教育水準の３つの指標を取り上げ，クラスター分析を行った。分析に用

いたデータは，行政末端単位に集計されたエジプト中央統計局のセンサスデータである。分析の結果，

中央（カイロ）―地方関係がエジプト社会の中心的な軸であること，しかし，農村地域を取り上げて

みるならば，そこは既存の地域区分よりもはるかに多様であり，地域的差異を抱えていることが明ら

かになった。

──────────────────────────────────────────────
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［加藤１９９０；Beinin２００１］。

水利社会論と結びついたこのようなエジプト

社会観の裏返しは，エジプト社会研究における

空間的な観念の希薄さである。つまり，中央集

権性と同質的な社会観とが結びついて，これま

でのエジプト社会観は，地域の偏差を無視ある

いは軽視する，平板なものであった［長沢

１９９７；加藤１９９３］。もっとも，地域類型がまっ

たく考慮されてこなかったわけではない。しか

し，そのほとんどは，都市県，下エジプト，上

エジプト，辺境県という行政区分（地図１）に

そのまま依拠した地方類型の設定であった（注１）。

また，エジプト社会で常識的に用いられてきた

下エジプト地方と上エジプト地方という区分に

しても，これが社会経済的な観点からみて，地

域分類として妥当であるかは，検証されていな

い（注２）。そのため，地域類型に基づくエジプト

社会の本格的な社会経済的分析は，エジプト研

究において依然として未開拓の分野である。

そこで，本稿は，かかるエジプト社会に関す

る学問状況に鑑み，可能なかぎりの小さな単位，

すなわち行政末端単位（都市部では町──シヤ

ーハ，農村部では村──カルヤ）のデータに基づ

き，所得と就業，教育水準を指標として，エジ

プト社会の地域類型を行うことを目的とする。

以下，地域類型を抽出する作業の前に，エジプ

トの所得と就業，教育水準に関する研究におい

て，いかに空間認識が希薄であったかを，先行

研究をレビューするなかで少し詳しく説明し，

エジプト社会経済研究において，地域類型を設

定する意義を明確にしてみたい。

２．エジプト社会経済研究における「地域」

認識の欠如

１９５２年の革命後のエジプトは，土地改革と農

村から大都市への大規模な人口流出にもかかわ

らず，農村における貧困層の滞留という深刻な

問題を抱えていた。それゆえ，所得といえば，

農村の最底辺層を構成する農業労働者の貧困が

問題とされてきた［長沢１９８６］。そして，１９６０

年代には，この農村における所得分配の問題は，

究極的には土地分配の問題として議論されてき

た［Abdel−Fadil１９７５；Radwan and Lee１９８６］（注３）。

さらに，１９７０年代から８０年代にかけては，農業

機械化との関連で，農業労働と所得分配につい

て多くの事例研究が多くなされた［Adams

１９８６；Commander １９８７；Hopkins １９８７］（注４）。

１９７０年代には，土地の集積よりも農業機械など

の生産財の集積に所得不平等の原因があると考

えられたからである。その背景には，産油国へ

の出稼ぎや農業機械化などを契機とする，当時

の農村社会の急速な変化がある。

また，就業については，農業労働者が取り上

げられるか，さもなければ，都市インフォーマ

ル労働市場が注目を集めてきた［Abdel−Fadil

１９８０；１９８３；Assaad １９９７；Mead １９８２；Meyer

１９８７］。しかし，都市インフォーマル労働市場

に関する研究のほとんどは，労働市場そのもの

に関心があったのではない。都市インフォーマ

ル労働市場は，農村の過剰労働力の流出先とし

て注目された。そのため，農村から都市，とり

わけカイロへの農村底辺層の労働移動との関連

において議論される傾向があった。さらに，労

働移動に関しては，農村からカイロへの労働移

動のほか，１９７０年代から８０年代にかけては，当

時のオイルブームを背景に，産油国への出稼ぎ

労働に関心が集中した［Abu−Lughod１９６１；Ad-

ams１９９１；Richards and Martin１９８３］。しかし，

これらの研究もまた，農村からの出稼ぎ労働に
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地図１ エジプトの地方・県区分

（出所）エジプト行政区分デジタル地図（２００３年）より作成。
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研究が限られてきた。

一方，教育水準については，所得と就業に関

する研究において，常に重要な要因として取り

上げられてきた。そこでは，所得分配の底辺層

を形成する農村の土地なし労働者層や労働移動

の担い手が非識字者であることが指摘されてき

た［Abdel−Fadil１９８３；Abu−Lughod１９６１；Adams

１９９１］。しかしながら，それらの研究では，農

村，とりわけ農業部門における不平等を生み出

すひとつの要因としてのみ，教育水準が取り上

げられていたにすぎない。

このように，エジプトの所得と就業，教育水

準に関するこれまでの研究では，都市対農村と

いう二項対立的な構図でもってエジプト社会を

捉えようとする視角が強く，空間的な把握に関

する関心が薄かった。そのため，地域差に関す

る分析はほとんど皆無であった。しかし，これ

は多分にエジプトにおける社会調査事情に原因

がある。つまり，地域の比較を可能にするデー

タの収集が困難であったことである。実際，社

会調査に依拠する分析はごく限られており，特

定の村に関する事例研究が１９８０年代までは主流

であった。

一方，１９９０年代以降，政策や国際機関の援助

プログラムと直結した研究が増えるなかで，社

会調査から得られたデータをもとに量的な分析

がなされるようになり，そこでは地域の比較も

試みられている。しかし，大半の研究は地域差

に関心があるわけではない。実際，これらの研

究において，地域類型として指摘されてきたの

は，すでに指摘したように，もっぱら下エジプ

トと上エジプトの地域区分であった。せいぜい，

分析の際に，この地域区分が説明変数として加

えられるにとどまっている（注５）。

唯一，所得と就業，教育水準に関する近年の

研究のなかで，地域区分を重視しているのは次

の２つの研究である（注６）。

国連開発計画カイロ事務所は，１９９０年以来『エ

ジプト人間開発報告書』を刊行し，そのなかで，

地方・県別の人間開発指数を発表するようにな

った。なかでも，画期的なことに，２００３年の『エ

ジプト人間開発報告書』では県の下位行政区分

である郡（マルカズ）と市（ハイイ）単位の「人

間開発指数」が発表された［UNDP and INP

２００３］（注７）。そして，「人間開発指数」の構成要

素である１人当たり実質所得や教育水準におい

て，地方間のみならず地方内部でも格差がある

ことが明らかにされた。さらに，付録でごく簡

単にではあるが，１人当たり実質所得と就学率，

女性の非識字率，乳幼児死亡率などの変数との

相関分析が試みられ，県によって相関が異なる

ことが指摘された［UNDP and INP２００３，１００―

１０１］。

一方，El−Laithyは，国連やILOの報告書のな

かで，下エジプトと上エジプトにおける経済成

長と所得分配・貧困の動向を，調査年の１９９５年

と２０００年間について分析した［Government of

Egypt and the World Bank２００２，１５―２０；El−Laithy

et al.２００３］。そして，貧困が大幅に改善した下

エジプトと異なり，上エジプトでは貧困が悪化

したことを指摘した。その背景には，所得分布

変動の違い，すなわち，下エジプトでは，都市

県と同じく１人当たりの消費が伸びるとともに

ジニ係数が低下したのに対して，上エジプトで

は，消費が伸びなかったうえ，ジニ係数が上昇

したことがあったとされる。この分析結果を踏

まえ，El−Laithyは，所得分布変動と貧困動態

に影響を及ぼす要素として，雇用機会や農業構
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造，教育や保健などの不平等度などの経済構造

の質的な違いに目を向ける必要性を指摘してい

る（注８）。

以上の２つの研究は，雇用機会や教育水準に

あらわされる人的資本の状況などが下エジプト

と上エジプトでは異なり，それぞれの所得分布

を異なるものにしていること，さらにそうした

地域差が地方内部にもあることを示唆している。

それにもかかわらず，これらの研究において，

「地域」が正面から分析の対象とされることは

ない。実際，これら２つの研究では，そこで明

らかになった事実を出発点として地域類型を設

定し，それに基づき地域偏差の要因を分析しよ

うという発想はみられない。「エジプト人間開

発報告書」は地方行政レベルにおける参加型開

発の必要性を，El−Laithyの研究は貧困対策を

提唱するという政策的な問題関心に基づいてい

るからである。

これに対して，灌漑システムとの係わりから，

多少とも社会経済的な地域類型が指摘されるこ

とがある。例えば，エジプトの灌漑システムと

して，デルタの揚水方式，ファイユーム県の揚

水・重力流水併用方式，上エジプト北部のイブ

ラヒミーヤ運河地域の重力流水方式の３つが知

られている［Mehanna, Huntington and Antonius

１９８４］。さらに，作付けパターンに関しても，

北部デルタ，南部デルタ，カイロ圏，中エジプ

ト，ファイユーム，上エジプト，辺境地帯とい

う地域類型が指摘されている［Richards１９８２，

２０９］。さらに，１９世紀のエジプト農村社会を対

象とした歴史研究ではあるが，土地所有・経営

の違いに基づいて，村落有力者層主体の下エジ

プト・デルタ「中枢」，大土地保有者層主体の

下エジプト「周辺」と中エジプト，村落有力者

主体の上エジプトの南部が異なる地域として分

類されている［加藤１９８９］。しかしながら，こ

れらは，技術や制度の側面に限られた類型化で

あって，地域の全体的な特質を把握しようとし

たものではない。

そこで，既存の地域区分，すなわち中央（カ

イロ）・地方の，そしてそのコロラリーとして

の下エジプト・上エジプトという地域区分を相

対化するために，社会経済的な要因による総合

的な地域の類型化を行う必要がある。そうする

ことによって，エジプトの地域的多様性を明ら

かにすることが期待される。

Ⅱ 所得水準，就業，

教育水準からみた地域類型

１．依拠するデータ

本稿での分析が依拠するのは，現時点におい

て入手し得る限りのエジプト社会経済に関する

行政末端単位の集計データである。具体的には，

エジプト中央統計局（正式名称は「中央国家動員

・統計庁」，略称CAPMAS）が実施し，現在まで

非公開の「人口センサス１９９６年」と「所得と消

費に関する世帯調査１９９９／２０００年」の行政末端

単位（町・村）に集計されたデータセットであ

る。このデータセットは，一橋大学大学院経済

学研究科がエジプト中央統計局との共同研究プ

ロジェクトによる調査活動のなかで，エジプト

中央統計局と何度も交渉を積み重ね，エジプト

中央統計局の関係者の尽力によって利用可能と

なったものである（注９）。

「人口センサス１９９６年」データセットは，全

国すべての町と村を網羅している。このデータ

セットにおける町と村の数はエジプト全国でそ
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れぞれ８７３と４４７２，平均人口はそれぞれ２万９１４７

人と７６２６人である。一方，エジプト中央統計局

の「所得と消費に関する世帯調査１９９９／２０００年」

は，５年毎に実施される全国規模の標本調査で

ある。サンプル世帯は，全国の行政末端単位に

相当する６００のサンプル・ユニットからそれぞ

れ８０世帯ずつが抽出された。本稿では，この標

本調査から得られた世帯単位のデータを行政末

端単位（都市部では町──シヤーハ，農村部では

村──カルヤ）に集計したデータのうち，所得

水準に関する部分を用いている。

本稿では，データの性質上，この行政末端単

位の町と村を分析の単位としている。そうする

ことによって，実証研究としては可能なかぎり

の小さな単位を基点に，一切の予断ぬきに地域

設定を行うことが可能になった。

２．分析方法

本稿では，エジプトの地域編成を規定する要

因として，所得と密接な関連がある就業ならび

に教育水準を取り上げ，クラスター分析という

手法を用いて，地域の類型化を試みる。指標を

所得水準，就業，教育水準の３つに限定するの

は，データの制約という理由のためだけではな

く，先に指摘した理由から，文化的，政治的な

要因を分析から排したうえで，エジプト経済社

会を理解するのに最も基本的で，重要な要因だ

と考えられるからである。

さて，ここでクラスター分析とは，サンプル

について観測された属性値の類似性をもとに，

各対象を同質的なグループ（クラスター）に分

類する統計方法である。その結果は何らかの因

果関係を示すものではなく，類似度もすべての

変数間の距離を総合したもので，どの変数が寄

与したのかは単純には特定できない。

かかる留保のもとであえてこのクラスター分

析を本稿で用いるのは，既存の地域区分を排し

て一切の予断なしに社会経済的な地域分類を行

う，という本稿の目的にそれが合致するからで

ある。クラスター分析の特徴は，一切の外的情

報なしに対象を分類するところにある。つまり，

分類されるグループ数，グループの定義，分類

基準をあらかじめ設定せずに，対象が「近いか，

遠いか」「類似しているか，していないか」「散

らばっているか，集まっているか」という基準

にもとづき，数理的な方法でもって対象を分類

する。したがって，ある仮説をたててそれを検

証するデータ解析方法とは異なり，クラスター

分析は探索的なデータ解析の方法として理解さ

れる。

以下，分析の手順を説明しておこう。まず，

クラスター分析にかける前に，因子分析を行う。

因子分析とは，複数のデータの測定値に共通す

る因子（測定値に共通して影響を与えている要素）

を取り出す手法である。本分析で用いる３つの

指標は，高い相関性が観察される指標であり，

クラスターの数が適度に収束しなくなる可能性

がある。そこで，因子分析（主成分法）を行う

ことによって，予め情報を集約することとす

る（注１０）。なお，因子分析を行う際には，因子の

解釈をしやすくするために，因子間の相関がゼ

ロとなる直交（バリマックス）回転をかけた。

そのうえで，因子分析で得られた因子得点に

クラスター分析を適用し，エジプト全国の行政

末端単位（町・村）５３４５をクラスターに分類す

る（注１１）。なお，分類の際には，２つの対象が似

ているかどうかを判断するための「距離」の測

定方法として，変数（分類軸）が多い場合でも

容易に距離が計算できるユークリッド距離を用
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いる。また，対象をクラスター化していく「方

式」にはいくつかの種類があるが，本分析では，

凝集型の階層的クラスタリングの標準的な手法

であるウォード法を用いる。ウォード法は，ク

ラスター内の平方和ができるだけ小さくなるよ

うに併合する手法であり，分類感度が高く，様

々なクラスタリングの手法のうち，最も明確な

クラスターをつくるとされる［藤森１９８８，１６３―

１７９］。本分析では，この手法によって得られる

様々なクラスター数のうち，擬似F値が最も大

きいクラスター数を，統計的に最適なクラスタ

ー数として選択する。

分析に用いる変数は，所得水準，教育水準，

就業に関して利用可能な４１の指標である。この

うち，所得水準については，「所得と消費に関

する世帯調査」（１９９９／２０００年）のデータに依拠

している。このデータは標本世帯調査から得ら

れたものであり，すべての行政末端単位を網羅

しているわけではない。そこで，本稿では，世

帯平均所得を，村単位のデータについては郡単

位に，町単位のデータについては区単位に換算

した。なお，郡のなかには，そこに含まれる町

が標本世帯調査でまったく網羅されていないも

のもある。それらについては，村単位のデータ

から換算された郡の世帯平均所得額を代用した。

教育水準の指標は，教育水準の大分類につい

て，行政末端単位ごとに集計されたそれぞれの

値を，１０歳以上人口を分母とする百分率に換算

した平均値である。就業については，就業状況，

就業部門，経済活動分類，職業地位の４つの大

分類について，行政末端単位ごとに集計された

それぞれの値を，１５歳以上の就業人口を分母と

する百分率に換算した平均値を用いた。

ここで，就業に関するエジプト中央統計局の

分類をもう少し詳しく説明しておくと，その大

分類は次のようになる。まず，就業部門とは，

事業所の所有形態別の分類を指し，政府部門（中

央官公庁と地方行政機関およびその管轄施設），公

共部門（国有企業ならびに政府系銀行などの経済

機関），民間部門，外資部門（外資系企業等）に

分類される。本分析では，外資部門は数が少な

いので民間部門に含めた。

経済活動分類は，農林業，漁業，鉱業，製造

業，電気・ガス・水道業，建設業，卸小売・修

理業，宿泊・飲食業，運輸・倉庫・通信業，金

融・保険業，不動産・賃貸・事業サービス業，

一般行政・防衛，教育，保健医療，ソーシャル

ワーク，コミュニティ・社会・個人サービス，

ハウスホールド・サービス，外国機関等からな

る。このうち，保健医療とソーシャルワーク，

金融・保険業と不動産・賃貸・事業サービス業

は割合が少ないのでそれぞれをひとつにまとめ

た。コミュニティ・社会・個人サービスとは，

組合，娯楽・文化・スポーツ，洗濯・ドライク

リーニング，理髪・美容，埋葬業などを指す。

ハウスホールド・サービスとは，家事サービス，

割礼，家庭内の洗濯，住宅の門番・警備，自家

用車の運転手，子守，家庭教師・私設秘書など

を指す。

職業地位は，管理職従事者，専門職従事者，

技術職従事者，事務職従事者，販売サービス業

従事者，農業従事者，手工業従事者，機械作業

従事者，単純作業従事者からなる。手工業従事

者とは，職人のほか，採掘作業者や建設作業者，

鉄工，印刷工，大工などの主に手作業で仕事を

行う作業者を指す。機械作業従事者とは，機械

工をはじめとした機械を操作・運転する仕事に

従事する者を指し，タクシーやバスの運転手な
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ども含む。

３．因子分析結果

就業と教育水準および所得水準（区・郡当た

りの世帯平均所得）にかかわる変数に対し因子

分析を行った結果，固有値１以上の因子を抽出

すると，１０個の因子が得られた。この１０因子全

体の４１変数の地域的変動（分散）に対する累積

変動説明量は，７４パーセントであった。

ところで，因子分析によって導き出された分

類指標は，通常の単一指標と異なり，合成指標

である。それゆえ，その指標の意味を解釈し，

それを命名する必要がある。そこで，各変数に

おいて負荷量の値を列挙すると，表１のように

なる。表中にみられる負荷量の数値は，各変数

と各因子との間の一種の相関係数である。以下

では，この負荷量の数値に基づき，各因子の解

釈について述べる。

第１因子は全変動の３３．０パーセントを説明し，

それゆえに最も重要な指標である。負荷量０．７

以上の正の負荷量を示す変数は，政府部門従事

者比率のほか，経済活動分類中の一般行政・防

衛従事者比率と教育業従事者比率，職業地位の

技術職従事者比率と事務職従事者比率など，い

ずれも政府部門における雇用に関するものであ

る。他方，負の高負荷量の変数は民間部門従事

者比率と経済活動分類中の農林業従事者比率，

職業地位中の農業従事者比率であり，農業労働

力をあらわしている。つまり，この因子の構造

は，政府部門と農業部門における雇用とが両極

をもつ形態を呈している。そこから，この第１

因子は「農業対政府部門雇用」をあらわす指標

として解釈することができる。

第２因子は全変動の１０．１パーセントを説明す

る。高い負荷量をもつ変数は，いずれも高い所

得階層であることを示すものばかりである。注

目すべきは，経済活動分類中の金融・不動産・

賃貸・事業サービス業従事者比率との高い相関

である。つまり，第三次産業において上級管理

職に従事し，大学を卒業した高い教育水準の者

が都市富裕層を形成していることをあらわして

いる。このことを反映して，因子得点の分布図

をみると，この因子の得点はカイロの高級住宅

街として知られる地区（ザマーレク，マアーデ

ィ）において最も高得点になっている（地図２）。

したがって，第２因子は，「経済的地位」を示

していると言うことができよう。なお，経済活

動分類中のハウスホールド・サービス従事者比

率も高得点であるが，これは「経済的地位」の

高い町・村においては家事サービス従事者や門

番，運転手などに従事する者が多いことを示し

ていると考えられる。

第３因子は全変動の８．６パーセントを説明す

る。最も高い負荷量をもつ変数は，経済活動分

類中の建設業従事者比率と職業地位中の手工業

従事者比率，次いで経済活動分類中の製造業従

事者比率である。また，経済活動分類中の卸小

売・修理業従事者比率も高い。しかし，職業地

位中の販売サービス業従事者比率の負荷量が高

くないことからして，これは修理業従事者が多

いということだろう。この修理業従事者の比率

が高いのは，建設労働や製造業に用いられる機

械類の修理需要が高いためだと考えられる。一

方，農業従事者比率も高い負荷量だが，負の値

である。したがって，この第３因子は，「建設

労働・工業性向」をあらわしていると解釈でき

る。

第４因子から第１０因子までの説明量はいずれ

も５パーセント以下であり，上記の３因子ほど
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因子番号 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０

（区・郡単位）世帯平均所得（LE／年間） ０．０６４ ０．７９８ ０．０１２ ０．１７８ ０．０５２ ０．０６３ ０．０３１ ０．０４３ ―０．０１９ ０．０３８

就業状況 失業者比率
（雇用あり）自営業者比率
（雇用なし）自営業者比率
賃金労働者比率
非賃金労働者比率

０．６３４
―０．２３０
―０．２８９
０．２９１
―０．３７７

―０．１９９
０．０５５
―０．１７７
０．２４７
―０．１５８

―０．１０７
―０．１２５
―０．１２０
０．３３４
―０．３５９

―０．０７３
―０．０６７
―０．０９６
０．１７３
―０．０７２

―０．１１４
０．０９７
―０．７４５
０．６４０
０．０１８

０．０２１
―０．０７１
０．１０８
―０．０４１
―０．０６７

０．０７０
０．８１９
―０．３４１
―０．３５４
０．４９４

―０．３０９
―０．０１６
―０．０６０
０．１５６
０．０４２

―０．０４８
０．０２６
―０．０９４
０．０５５
０．０９２

０．０５３
―０．０４７
―０．０４４
０．０６２
―０．０４５

部門 政府部門従事者比率
公共部門従事者比率
民間部門従事者比率

０．９２２
０．１６６
―０．８５４

０．１６８
０．１４８
―０．２２５

―０．０３７
０．１９５
―０．０３６

０．０２８
０．６０９
―０．２５４

０．１３２
０．１５４
―０．１７７

０．０２５
―０．００５
―０．０１６

―０．１４０
―０．０２０
０．１４３

０．０４９
―０．０３６
―０．０３２

０．０５２
０．０１３
―０．０３５

―０．０８６
０．５６８
―０．１５２

経済活動分類 農林業従事者比率
漁業従事者比率
鉱業従事者比率
製造業従事者比率
電気・ガス・水道業従事者比率
建設業従事者比率
卸小売・修理業従事者比率
宿泊・飲食業従事者比率
運輸・倉庫・通信業従事者比率
金融・不動産・賃貸・事業サー
ビス業従事者比率
一般行政・防衛従事者比率
教育業従事者比率
保健医療・ソーシャルワーク従
事者比率
コミュニティ・社会・個人サー
ビス従事者比率
ハウスホールド・サービス従事
者比率
外国機関他従事者比率

―０．６０３
―０．１３４
０．０３７
０．２２８
０．２６９
―０．０６７
０．１９５
０．１３３
０．２６４

０．４４１

０．８２２
０．８３９

０．６７７

０．１０１

―０．０３３

０．０１１

―０．３６９
０．０６３
―０．００７
０．１２７
０．０２５
０．００５
０．４３０
０．１４５
０．１５４

０．７３５

０．０７８
０．１４５

０．４１７

０．１１２

０．７４８

０．７２９

―０．４９５
―０．０５７
―０．００１
０．４７８
―０．０３３
０．７１９
０．５７５
０．２１３
０．１７６

０．１６６

―０．１０９
―０．０１０

０．０８６

―０．００８

―０．０８３

―０．０８９

―０．３７４
０．１０６
０．０２５
０．６１７
０．３２３
０．１１３
０．１８９
―０．０４３
０．６２４

０．００７

―０．０６８
―０．１３６

―０．０１７

０．０６４

０．０２０

０．０４６

―０．０４０
―０．４１１
０．０１２
０．０４１
０．１５０
０．２４２
―０．１３１
０．０６８
―０．００３

０．０６７

０．１５２
０．０１５

０．０７９

０．０１６

０．１０９

０．１０１

―０．１１７
―０．３４１
―０．０１１
０．０６７
―０．０７４
０．０１４
０．２５５
０．１００
０．１０３

０．０３６

０．０４２
―０．０４３

０．０２５

０．７７２

０．１７７

０．０７４

０．１１２
―０．２４６
―０．０３７
０．０６５
―０．００７
―０．２２５
０．１４２
０．０７４
―０．０７６

０．０２６

―０．１１７
―０．１１０

―０．０２５

―０．１０９

―０．０７４

―０．０８７

―０．２１０
０．４０９
０．０６１
―０．００２
０．０３４
―０．０５７
０．２８１
０．７３４
０．１５０

０．０７６

０．１２３
―０．１００

―０．０１２

０．０２９

―０．０２０

―０．００１

―０．０２４
０．１８４
―０．００８
０．０５２
―０．１０５
―０．０７１
―０．０１６
―０．１００
０．０１１

―０．０２２

０．０３１
０．０６７

０．０１３

０．０２４

―０．０１４

―０．０１９

―０．０６８
―０．０２１
０．９１４
０．０５９
０．０１３
０．０２２
―０．０６０
０．０９９
―０．１２９

―０．００８

―０．０９３
―０．０６３

０．００２

―０．０５４

０．００１

―０．００９

職業地位 管理職従事者比率
専門職従事者比率
技術職従事者比率
事務職従事者比率
販売サービス業従事者比率
農業従事者比率
手工業従事者比率
機械作業従事者比率
単純作業従事者比率

０．３３５
０．５５２
０．８０５
０．８２９
０．４０３
―０．６８７
０．０１１
０．０５７
―０．０８４

０．７３８
０．７５３
０．１３３
―０．００７
―０．０３１
―０．３２３
０．００２
―０．０５１
０．２０４

０．３４５
０．０９０
０．１６０
０．０５５
０．０５５
―０．４７０
０．８４６
０．２２２
０．２９４

０．０５０
―０．０６８
０．１８５
０．０４４
０．２９６
―０．３３６
０．２８７
０．８４６
０．１４６

―０．０５６
０．０６４
０．０４０
０．０１１
０．２９４
―０．０９５
０．１３５
０．０７９
―０．１５６

０．０５５
―０．００８
―０．０１８
０．０３４
０．２９６
―０．１７４
０．０６４
０．０８１
０．７１３

０．１１５
―０．０４６
―０．０３１
０．０５１
―０．１５８
０．０６３
―０．０９３
―０．０６９
―０．００８

０．１５４
―０．０２５
―０．０１７
０．０７３
０．５４９
―０．０９８
０．０９４
―０．００１
０．１６２

―０．０１１
０．０２７
０．００５
０．０８３
―０．００３
０．００６
―０．０３２
０．０１３
０．０３６

０．００６
０．００３
０．１５４
―０．０１３
０．０３３
―０．０７３
０．０３５
０．０６２
０．０３９

教育水準 非識字
読み書き可
小学校
中学校
高校
専門学校
大学以上

―０．７６７
０．１５１
０．３６２
０．６５８
０．８１５
０．２８８
０．３１５

―０．３９３
―０．０７９
―０．１１０
０．０３６
０．２７２
０．２６５
０．８９６

―０．１５５
０．１４１
―０．０１９
０．１０７
０．１１６
０．４６６
０．０６１

―０．２８８
０．４５８
０．１１１
０．２０２
０．０６８
０．０１７
―０．０１４

―０．００６
―０．０８１
０．０３７
０．０２２
０．０１５
―０．１０２
０．０６２

０．０１１
０．００１
０．０３４
０．００５
―０．０３０
―０．０９８
―０．００５

―０．０５０
―０．０１４
０．０３１
０．０４８
０．０９０
０．１１５
０．００７

―０．１２９
０．１４７
０．００３
０．０４１
０．１０４
０．０３４
０．０１１

―０．０３２
―０．６２５
０．８０８
０．４８５
０．０５６
０．０７８
―０．０１７

―０．０２３
―０．０８８
―０．０３５
―０．０５１
０．１６１
０．００９
０．０３３

固有値
変動説明量（％）

１３．５１２
３３．０

４．１３０
１０．１

３．５２０
８．６

１．６５７
４．０

１．４２８
３．５

１．３２９
３．２

１．２３９
３．０

１．１９１
２．９

１．１０５
２．７

１．０４０
２．５

（出所）エジプト中央統計局，１９９６年人口センサスデータセット，「所得と消費に関する世帯調査１９９９／２０００年」データセット。
（注）１）主成分法は，各因子の寄与率が大きくなるように解を求める方法である。２）行政末端単位当たりの世帯年間平均所
得は，町（都市部）については区単位の値，村については郡単位である。この世帯年間平均所得は，データセット中の行政末端
単位当り世帯年間総所得額を町については区単位，村については郡単位で合計し，同じく区・郡単位で合計した世帯数で割って
算出した。３）「所得と消費に関する世帯調査」はすべての区・郡について網羅していないので，クラスター分析から除外され
た町・村もある。４）エジプト教育水準は１０歳以上人口に占める比率，就業状況は１５歳以上の就業可能人口に占める比率，部門
・経済活動分類・職業区分は１５歳以上の就業者人口に占める比率である。５）部門は，事業所の所有形態別に，◯１政府部門（中
央官公庁と地方行政機関およびその管轄施設），◯２公共部門（国有企業ならびに政府系銀行などの経済機関），◯３民間部門（外資
系企業等からなる外資部門を含む）に分類される。６）職業地位中の手工業従事者とは，職人のほか，採掘作業者や建設作業者，
鉄工，印刷工，大工などの主に手作業で仕事を行う作業者からなる。機械作業従事者とは，機械工など，機械を操作・運転する
仕事に従事する者であり，タクシーやバスの運転手なども含む。

表１ 因子負荷量（主成分法，バリマックス直交回転後，町・村単位）（１９９９／２０００年，１９９６年）
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区（キスム）名区（キスム）名 

カイロ県カイロ県

101.テッビーン

102.ヘルワーン

103.メイ１５

104.マアーディ

105.トゥラ

106.マスル・カディーマ

107.サイイダ・ゼイナブ

108.ハリーファ

109.アブディーン

110.モスキー

111.カスル・ニール

112.ブラーク

113.エズベキーヤ

114.ダルブ・アフマル

115.ガマリーヤ

116.バーブ・シャアリーヤ

117.ザーヘル

118.シャラビーヤ

119.ショブラ

120.ロード・ファラグ

121.サーヘル

122.ワイリー

123.ハダーイク・クッバ

124.ザイトゥーン

125.マタリーヤ

126.マディーナ・ナスル

127.マディーナ・ナスル２

128.マスル・ガディーダ

129.ノズハ

130.バドル

131.アイン・シャムス

132.ザーウィヤ・ハムラ

133.サラーム

134.ザマーレク

135.マンシア・ナースル

136.バサティーン

138.マルグ

ギーザ県ギーザ県

2101.エンバーバ

2012.アグーザ

2103.ドッキ

2105.ブラーク・ダクルール

2106.アハラーム

2118.オムラニーヤ

カリュビーヤ県カリュビーヤ県

1406.ショブラ・ヒーマ１

1407.ショブラ・ヒーマ２

地図２ カイロ圏における第２因子の因子得点分布（町・村単位）

（出所）エジプト中央統計局，１９９６年人口センサスデータセット，「所得と消費に関する世帯調査１９９９／２０００年」デー
タセット，エジプト行政区分デジタル地図（２００３年）より作成。

（注）地図中凡例の数値は，因子得点の値を示す。因子得点は，平均０，標準偏差１に標準化された値であり，各サン
プル（行政末端単位）が因子にどれだけ支配されているのかを示す。
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シャルキーヤ県シャルキーヤ県 ブヘイラ県ブヘイラ県 

ダカフリーヤ県ダカフリーヤ県 

ガルビーヤ県ガルビーヤ県 

メヌフィーヤ県メヌフィーヤ県 

カリュビーヤ県カリュビーヤ県 

アレクサンドリア県アレクサンドリア県 

ダミエッタ県ダミエッタ県 

ポート・サイード県ポート・サイード県 

イスマイリーヤ県イスマイリーヤ県 

シャルキーヤ県 ブヘイラ県 

カフル・シェイフ県 

ダカフリーヤ県 

ガルビーヤ県 

メヌフィーヤ県 

カリュビーヤ県 

アレクサンドリア県 

ダミエッタ県 

ポート・サイード県 

イスマイリーヤ県 

スエズ県 

カイロ県 ギーザ県 

の説明力をもっているとは言いがたいが，エジ

プト社会を理解するのに無視し得ない指標であ

る。それぞれの因子は，その命名にみてとれる

ように，エジプト社会の動向に影響を及ぼす重

要な要素である。そこで，それらの７因子につ

いても負荷量の読み取りを行おう。

まず，第４因子は「国有企業・運輸業性向」

である。この第４因子において最も高い負荷量

をもつ変数は，公共部門従事者比率と経済活動

分類中の製造業従事者比率である。したがって，

国有企業が製造業の担い手であることをあらわ

していると考えられる。また，この因子は，職

業地位中の機械作業従事者比率，経済活動分類

中の運輸・倉庫・通信業も負荷量が高い。した

がって，トラックやバスなどの運転手が多いこ

とを示している。これは，この第４因子の因子

得点がラマダン１０日市などのカイロ郊外やアレ

クサンドリア郊外の工場地帯に分布しているこ

とからすると，近郊工場地帯から都市中心部へ

のモノや従業員などの移動のために，トラック

やバスなどの運送業が多いことをあらわしてい

るのかもしれない（地図３）。

続く第５因子は，（雇用なし）自営業者比率

が負の負荷量であるのに対して，賃金労働者比

地図３ 下エジプトにおける第４因子の因子得点分布（町・村単位）

（出所）エジプト中央統計局，１９９６年人口センサスデータセット，「所得と消費に関する世帯調査１９９９／２０００年」デー
タセット，エジプト行政区分デジタル地図（２００３年）より作成。

（注）地図中凡例の数値は，因子得点の値を示す。因子得点は，平均０，標準偏差１に標準化された値であり，各サン
プル（行政末端単位）が因子にどれだけ支配されているのかを示す。
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率が正の高負荷量である。そこから，「賃金労

働性向」と命名できる。第６因子は，コミュニ

ティ・社会・個人サービス従事者比率と単純作

業従事者比率が正の高い負荷量であることから，

「サービス業・単純労働性向」とする。第７因

子は，（雇用あり）自営業者比率が高い負荷量

であることから「（雇用あり）自営業性向」で

あり，賃金労働者を雇用している自営業者が多

いことをあらわしている。第８因子は，宿泊・

飲食業従事者比率と販売・サービス業従事者比

率が高負荷量であることから，「商業性向」と

命名する。第９因子は，教育水準中の読み書き

可が負，小学校が正の高負荷量であることから，

「低教育水準」である。そして，第１０因子は，

鉱業従事者比率と公共部門従事者比率が高い負

荷量であることから，「鉱業・国有企業」とす

る。

４．クラスター分析結果

因子分析から導き出された１０の因子について

それぞれの因子得点をデータとして，クラスタ

ー分析を行った結果，エジプトの行政末端単位

（町・村）は７つのクラスターに分類された。

さて，これら７つのクラスターの性格を考察

するために，それぞれの因子得点を求めると，

表２のようになる。地図４はそれぞれのクラス

ターの地理的分布を示す。以下では，この表２

と地図４をもとに，それぞれのクラスターの特

徴をみていこう。表３は，それぞれの特徴をま

とめたものである。なお，各クラスターを命名

するさいには，紙幅の都合上本文では割愛する

が，因子得点とともに原変数値も参考にした。

（１）クラスター１

クラスター１は，「国有企業・運輸業性向」

の第４因子，「建設労働・工業性向」の第３因

子と「低教育水準」の第９因子，「鉱業・国有

クラスター１ クラスター２ クラスター３ クラスター４ クラスター５ クラスター６ クラスター７

第１因子
第２因子
第３因子
第４因子
第５因子
第６因子
第７因子
第８因子
第９因子
第１０因子

－０．１６１
－０．１９２
０．４４９
１．０６３
０．１９８
０．０１０
－０．２１０
－０．２６３
０．４２７
０．３８７

０．８４１
－０．３２８
－０．４１２
０．１６１
０．０７６
０．０３４
－０．４２３
０．０５３
－０．２８８
－０．１４０

－０．３５４
－０．１３７
－０．４２７
－０．２６８
－１．１８１
－０．２４１
－０．１７８
－０．１４１
－０．０３３
０．０１３

－０．８２６
－０．２０６
０．０９１
－０．６８５
０．６２４
－０．２４７
－０．６１６
－０．１５９
－０．１６７
－０．０４９

－０．３８８
－０．２０１
－０．５２７
－０．１４３
０．３７８
－０．１１５
１．５４２
０．０２０
０．３３８

－０．０９５

０．６４０
０．８２１
１．２２１
－０．０８９
－０．３２９
０．５８２
０．３４３
０．５７２
－０．０７８
－０．０３７

－０．５４９
７．３２９
－１．６１３
－０．０４７
１．０９５
０．５２９
－０．８９８
－０．６８８
－０．０７３
０．０９１

行政末端単位（町・村）数 ７３２ １１４７ ７４２ ８７０ ７２３ ６９２ ５１

（出所）エジプト中央統計局，１９９６年人口センサスデータセット，「所得と消費に関する世帯調査１９９９／２０００年」デー
タセット。

（注）１）因子得点は，平均０，標準偏差１に標準化された値であり，各サンプルがそれぞれの因子にどれだけ支配さ
れているのかを示す。２）ウォード法は，クラスター内の平方和ができるだけ小さくなるように併合する凝集型
の階層的クラスタリングの標準的手法である。この手法により得られる様々なクラスター数のうち，擬似F値が
最も大きいクラスター数が選択された。３）「所得と消費に関する世帯調査１９９９／２０００年」はすべての区・郡につ
いて網羅していないので，クラスター分析から除外された町・村もある。

表２ 各クラスターの平均因子得点（ウォード法，町・村単位）（１９９９／２０００年，１９９６年）
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ブヘイラ県 マトルーフ県 

北シナイ県 

スエズ県 

イスマイリーヤ県イスマイリーヤ県 

ファイユーム県ファイユーム県 

ポート・サイード県ポート・サイード県 

イスマイリーヤ県 

アレクサンドリア県 

カフル・シェイフ県 

ギーザ県 

カイロ県 

ギーザ県 

ファイユーム県 

ベニー・スエフ県 

ミニヤ県 

アシュート県 

ソハーグ県 

ケナ県 ワディ・ガディード県

紅海県 

南シナイ県 

アスワン県 

ダミエッタ県 

ポート・サイード県 

地図４ 所得・就業・教育水準指標によるクラスター・グループの分布（町・村単位）

（出所）エジプト中央統計局，１９９６年人口センサスデータセット，「所得と消費に関する世帯調査１９９９／２０００年」デー
タセット，エジプト行政区分デジタル地図（２００３年）より作成。

（注）地図中凡例の数値は，クラスターを示す。
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企業」の第１０因子の得点が他のグループとくら

べて高い。また，変数の比率でみた場合，製造

業従事者比率のほか建設業従事者比率が高く，

教育水準は中等教育程度の者が比較的に多い。

したがって，「産業労働者型」と呼ぶことがで

きよう。

このクラスターは，カイロ近郊（ギーザ県エ

ンバーバ郡，バドラシーン郡，ハワムディーヤ区，

サフ郡，ヘルワーン郡，カリュビーヤ県ハーンカ

郡，カリューブ郡など），アレクサンドリア近郊

（ブヘイラ県カフル・ドゥッワール郡）などの大

都市近郊に分布している。また，下エジプトの

メヌフィーヤ県，シャルキーヤ県の地方都市（ベ

ンハー市，ラマダン１０日市，シビーン・コーム市

など）にも分布している。これらの地方都市は

広義には大カイロに属する都市である。さらに，

繊維産業の中心地として知られるマハッラ・コ

ブラ市近郊（ダカフリーヤ県アガー郡，サマンヌ

ード郡）や衣服・皮革・家具産業で知られるダ

ミエッタ市郊外（ダミエッタ県カフル・サアド郡，

ファリスクール郡），シナイ半島などの観光地を

有する地域にも，このクラスターは分布してい

る。

一方，上エジプトのソハーグ県（北部のトマ

郡，西ジュヘイナ郡，ソハーグ郡，南部のビリヤ

ナ郡，ギルガ郡），ケナ県（アルミニウム精錬工

場で知られる北部のナグウ・ハマーディー郡，南

部のクース郡，アルマント郡，エスナ郡），観光

地ルクソールに近接するアスワン県エドフ郡の

町や村にもこのクラスターは分布している。こ

れは地元の工場や観光産業で働く労働者のほか，

建設出稼ぎ労働者として働く者が多いこともあ

らわしていると考えられる。本分析に使用した

人口センサスデータでは，１年間に６カ月以上

クラスター 地 域 特 性 特 徴

１

大都市（カイロ，アレクサンドリア，ポート・サイード）の
近郊。
マハッラ・コブラ市近郊。
下エジプト中南部（メヌフィーヤ県，シャルキーヤ県，ガル
ビーヤ県）の地方都市。
上エジプト南部の村落。

「産業労働者型」

２
地方都市の近郊村。とくに下エジプト中南部の村落。
そのほかに，上エジプト南部，辺境県のオアシス村落。

「下級公務員型」

３
下エジプト北部の村落。
上エジプトのファイユーム県と南部（アシュート県，ソハー
グ県）の村落。

「農業自営中心型」

４ 上エジプト南部（ミニヤ県からアシュート県北部）の村落。 「農業賃金労働・低所得型」

５
下エジプト北部（ブヘイラ県，カフル・シェイフ県）の村落
上エジプトのミニヤ県の村落。

「大規模農業経営中心型」

６ カイロをはじめすべての大都市と，ほとんどの地方都市。 「商工業混合・公務員型」

７ カイロの一部の地区のみ。 「高所得・サービス業特化型」

（出所）エジプト中央統計局，１９９６年人口センサスデータセット，「所得と消費に関する世帯調査１９９９／２０００年」デ
ータセット。

表３ 所得・就業・教育水準指標からみた各クラスターの特性
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を世帯から不在である世帯員が除外されている。

したがって，ここでの建設労働者は，産油国な

どの遠距離の出稼ぎを含んでいるとは考えられ

ないが，カイロやハルガダなどの国内都市への

短期出稼ぎ労働者であることは十分考えられる。

実際，これらの県は伝統的にカイロに建設出稼

ぎ労働を送り出してきたことで知られる県であ

る［Kato et al.２００５；Kato, Iwasaki and El−Shazly

２００４］。

（２）クラスター２

クラスター２の特徴は，公務員志向の強さを

あらわす第１因子の得点が著しく高く，第７因

子の「（雇用あり）自営業性向」と第３因子の

「建設労働・工業性向」とともに「経済的地位」

をあらわす第２因子の得点が高い負の値を示し

ていることである。つまり，変数の比率で言う

と，政府部門従事者比率が３５パーセントと最も

高く，高卒程度の教育水準で下級公務員の者が

多い。そこから，「下級公務員型」と呼ぶ。こ

のクラスターの数は最も多く，エジプトの行政

末端単位の２３パーセントはこのクラスターに属

する。

このクラスターは，地方都市の近郊村に多い

特徴がある。なかでも多いのは，下エジプトの

メヌフィーヤ県やガルビーヤ県などの村である。

すなわち，メヌフィーヤ県のシビーン・エルコ

ーム市，バグール市，メヌーフ市，ガルビーヤ

県のタラー市，ダカフリーヤ県のマンスーラ市

からアガー市にかけて，シャルキーヤ県のザガ

ジグ市の周辺などである。また，上エジプトで

は，ファイユーム市，ベニー・スエフ市，ミニ

ヤ市，アシュート市，ソハーグ市，ケナ市やル

クソール市など，主要な地方都市近郊に分布し

ている。さらに，辺境県の砂漠に点在するオア

シス村も，このクラスターにほとんどが属して

いる。

（３）クラスター３

クラスター３は，ほとんどの因子の得点が負

の値をとっている。とくに「賃金労働性向」の

第５因子が著しく高い負の値であることから，

（雇用なし）自営業志向が高いことが伺える。

また，「農業対政府部門雇用」の第１因子と「建

設労働・工業性向」の第３因子も負の値が高い。

そこから，このクラスター３は「農業自営中心

型」と言うことができよう。

このクラスターは，エジプト全体に分布して

いるが，とくに下エジプト北部のブヘイラ県（イ

ターイ・バルード郡，ショブラ・ヒート郡，アブ

ー・ホンムス郡，アブー・マタミール郡，マフム

ディーヤ郡，ダマンフール郡），カフル・シェイ

フ県（シディ・サーリム郡），ダカフリーヤ県（ビ

ルカース郡，タルハー郡，シルビーン郡），シャ

ルキーヤ県（フサイニーヤ郡，ファクース郡）と，

上エジプトのファイユーム県（アトゥサー郡，

サンヌーリス郡），ベニー・スエフ県（ワスタ郡），

アシュート県南部（ファタフ郡，バダーリ郡，ア

ブヌーブ郡），ソハーグ県北部（マラーガ郡，西

ジュヘイナ郡，トマ郡）などに多い。

（４）クラスター４

クラスター４は，クラスター２に次いで最も

数が多いクラスターである。このクラスターの

特徴は，「賃金労働性向」の第５因子が最も高

い正の値を，「農業対政府部門雇用」の第１因

子と「（雇用あり）自営業性向」の第７因子が

負の高い値をとることにある。また，「国有企

業・運輸業性向」の第４因子も負の高い値であ

る。そして，変数の比率でみた場合，所得水準

が最も低く，農業従事者比率と非識字率がとも
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に最も低い。したがって，「農業賃金労働・低

所得型」と呼ぶことができる。

このクラスター４は，上エジプトのファイユ

ーム県（ファイユーム郡），ベニー・スエフ県（ア

フナシーヤ郡，ファシュン郡），ミニヤ県全域（イ

ドワ郡，マターイ郡，サマルート郡，メッラウィ

郡など），アシュート県北部（デイルート郡，ク

ーシーヤ郡，マンファルート郡）にかけて圧倒的

に多い。

（５）クラスター５

クラスター５も，クラスター４と同様に，農

業への依存性が高いことがそれぞれの因子得点

から読み取れる。しかし，（雇用あり）自営業

者の多さをあらわす第７因子が正の高い値をと

る。一方，「建設労働・工業性向」をあらわす

第３因子の得点は負の高い値をとっている。つ

まり，農業への依存性が非常に高く，農業労働

者を雇い入れる大規模な農業経営が行われてい

ることを示す。そこから，「大規模農業経営中

心型」と呼ぼう。なお，このクラスターは，因

子得点にはあらわれていないが，所得水準が他

の農村型クラスターよりも高い特徴がある。

このクラスター５は，下エジプト北西部のブ

ヘイラ県（ダマンフール郡，ホーシュ・イーサー

郡，コーム・ハマーダ郡，ディリンガート郡など）

とカフル・シェイフ県（ハムール郡，カフル・

シェイフ郡，リヤード郡など），ガルビーヤ県北

部（バシユーン郡，クトゥール郡，カフル・ザイ

ヤート郡）および上エジプトのミニヤ県（ベニ

ー・マッザール郡など）に集中している。

（６）クラスター６

クラスター６は，「建設労働・工業性向」の

第３因子が高い正の値である。また，公務員志

向をあらわす第１因子の得点もクラスター２に

次いで高い。さらに，「経済的地位」をあらわ

す第２因子が高い正の値を示している。そのほ

か，「サービス業・単純労働性向」の第６因子

と「商業性向」の第８因子の得点が他のクラス

ターより高い。つまり，変数の比率で言うと，

政府部門従事者比率だけでなく卸小売・修理業

と製造業の従事者比率も高く，教育水準につい

ては中等・高等教育程度の教育水準の者が多い。

そこから，このクラスターは「商工業混合・公

務員型」と言うことができる。

このクラスターは，町（都市部）にのみ分布

するクラスターである。カイロ，アレクサンド

リア，ポート・サイードなどの大都市のみなら

ず，地方都市もほぼすべてがこのクラスターに

属する。

（７）クラスター７

最後のクラスター７は，最も数が少ない。そ

の特徴は，経済的地位をあらわす第２因子の得

点が著しく高く，さらに「賃金労働性向」の第

５因子も高いが，「建設労働・工業性向」の第

３因子が「農業対政府部門雇用」の第１因子と

ともに負の値をとることである。また，「サー

ビス業・単純労働性向」の第６因子の得点も，

クラスター６に次いで高い。つまり，高い学歴

をもち金融などのサービス業において上級職に

従事し高い所得を得ている者と，個人サービス

などの単純労働に従事する者とが並存している

クラスターである。なお，所得水準について付

け加えておくと，このクラスターは突出して高

い所得水準である。そこから，このクラスター

は「高所得・サービス業特化型」として特徴づ

けられよう。

このクラスター７は，カイロの一部の地区の

みにみられるクラスターである。それらの地区
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はいずれも，高級住宅街として知られている。

ドッキ，アグーザ，マディーナ・ナスル，マス

ル・ガディーダ，マアーディなどの区である。

カイロ以外でこのクラスターに属しているのは，

エジプト全体で３つの町しかない。そのうちの

２つは，アレクサンドリアのバーブ・シャルキ

ー区とシディ・ガーベル区にある町である。

Ⅲ 総括と今後の課題

１．クラスター分析結果の総括

以上で，各クラスターの特徴と分布を明らか

にした。各クラスターの分布をみると，エジプ

トの地域的特徴として次の３点が指摘できる。

第１は，「産業労働者型」のクラスター１と

「商工業混合・公務員型」のクラスター６の分

布にみるかぎり，行政・商業・工業といった都

市的機能において，カイロが規模の面で突出し

た大都市だということである。それだけでなく，

「高所得・サービス業特化型」のクラスター７

の分布に示されるように，カイロには都市富裕

層が集中している。したがって，カイロは，明

らかに，エジプト社会における行政・経済の中

心である。

第２は，繊維産業の中心地であるマハッラ・

コブラ市とダミエッタ市を除けば，地方都市の

ほぼすべてが「商工業混合・公務員型」のクラ

スター６に当てはまるということである。この

クラスターの顕著な特徴は，政府部門が重要な

雇用先になっていることである。本稿では時系

列の分析を行っていないので推測の域をでない

が，この事実からすると，開放経済以後の民間

主導の経済発展がカイロに限定されるなか，地

方都市では計画経済時代に形成された政府主導

の経済構造が依然として強くみられるように思

われる。

第３は，地方都市が地理的な分布に関係なく

同質的であるのに対して，農村部が質的に異な

る地域から構成されているということである。

それを整理すれば，次の４つである。第１は，

「下級公務員型」のクラスター２が多く分布す

るメヌフィーヤ県やガルビーヤ県を中心とする

下エジプト中南部と辺境県である。この２つの

地域は，デルタ流域と砂漠のなかのオアシスと

いう異なる生態的条件をもつが，公務員が多い

という特徴を同じくする。第２は，「産業労働

者型」のクラスター１が多く分布するソハーグ

県からアスワン県にかけての上エジプト南部で

ある。そこでは，遠く離れたカイロなどの都市

への出稼ぎによって非農業就業機会を得ている

と考えられる。第３は，「大規模農業経営中心

型」のクラスター５が圧倒的に多く分布するカ

フル・シェイフ県とブヘイラ県である。そして

第４は，「農業賃金労働・低所得型」のクラス

ター４が顕著に分布するミニヤ県を中心とする

上エジプト南部である。そこでは，農業部門に

貧困層が滞留していると考えられる。

これらの３点を総合すると，「序──問題設

定」で指摘したこれまでのエジプト社会論に照

らして，次の２つが本稿の結論として導き出さ

れる。

ひとつは，中央（カイロ）─地方関係がエジ

プト社会の中心的な軸だということである。カ

イロを中心としたエジプトの中央集権的な社会

構造は，従来の研究において強く主張されてき

た。エジプト社会の社会経済的な分析を目指し

た本稿においても，この点を確認することにな

った。
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もうひとつは，カイロの存在があまりにも大

きいため，そこでの差異がみえにくくなってい

るものの，客観的なデータによる社会経済的な

地域類型からみるかぎり，エジプト社会が等質

的ではなく，地域的偏差を抱えているというこ

とである。つまり，カイロと地方，都市と農村

という大分類にとどまらず，カイロやそれぞれ

の地方内部においてもエジプト社会は地域的に

異なる。ことに農村地域においては，下エジプ

トと上エジプトという地方間のみならず，それ

ぞれの地方内部においても北部と南部間におい

て偏差がみられる。したがって，農村地域は，

ナイルの水に全面的に依存するという水利条件

を同じくするとしても，下エジプトと上エジプ

トという地域区分よりもはるかに多様な地域か

ら構成されている。

２．今後の課題

かくて，エジプトでは，一方において，農村

における生態的，社会経済的，文化的基層の多

様性から，他方において，カイロ，さらには地

方都市との異なるつながりかたから，いくつも

の地域社会が形成され，エジプト社会は，これ

らの地域社会の重なりから構成されていると考

えるべきである。そのため，今後，エジプト社

会を分析するためには，その統一性と多様性を

ともに視野に収めた，複眼的な課題設定がなさ

れねばならない。具体的には，今後の課題とし

て，次の５つが考えられる。

第１の，そして最大の課題は，世帯あるいは

個人というミクロな分析単位をもって，農村社

会における生態的，社会経済的，文化的基層の

多様性を明らかにすることである。具体的には，

とりわけ，農業構造と土地制度も加味して所得

分布の因果関係を分析することが必要である。

本稿で明らかになった農村部の地域区分は，

「序」の既存研究で述べた農業と土地制度に関

する地域区分とほぼ一致する。つまり，下エジ

プト北部は作付けパターンにおける北部デルタ，

土地制度における下エジプト「中枢」と，下エ

ジプト南部はそれぞれ南部デルタ・カイロ圏，

下エジプト・デルタ「中枢」と，上エジプト北

部はそれぞれ中エジプト・ファイユーム，中エ

ジプトと，上エジプト南部はそれぞれ上エジプ

ト，上エジプト南部と一致する。そして，下エ

ジプト北部と上エジプト北部では大土地所有制

度の歴史的展開がそれぞれ「大規模農業経営中

心型」と「農業賃金労働・低所得型」と，下エ

ジプト南部と上エジプト南部では村落有力者主

体の小農経済の展開が「下級公務員型」と対応

関係にある。したがって，一方では，歴史的な

土地制度の展開と作付けパターン，他方では，

所得水準，就業構造との間には，なんらかの因

果関係を想定しうるように思われる。

第２は，計画経済期と開放経済（インフィタ

ーハ）以後の産業と就業構造について時系列の

分析を行うことである。ラマダン１０日市などの

新たな工業都市の形成からすると，開放経済（イ

ンフィターハ）以後，カイロの中心性はますま

す強まっていると考えられる。一方，地方都市

では依然として計画経済時代に肥大化した政府

部門に依存している状況にある。したがって，

カイロと地方都市では，それぞれに異なる経済

が展開しているように思われる。しかし，果た

してそのような異なる経済の展開が事実として

あるのかどうかは，本稿が時系列の分析を目的

とするものではなかったため，そこに踏み込む

ことはしなかった。そもそも，従来のエジプト

研究では，地方都市が研究の対象とされること
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は少なかった。そこで，地方都市における産業

と就業構造の推移を，カイロとの比較において

分析することが必要である。

第３は，これらのカイロと地方都市における

産業と就業構造の時系列の分析と併せて，本稿

の分析結果から導き出された地域類型を作り出

す要因を明らかにするため，要因の分析につな

がる全国規模の統計データを収集することであ

る。ことに重要だと思われるのは，政府の経済

活動に関する統計の収集である。本稿では，な

ぜ地域類型が生じたのかという要因については，

本稿が因果分析を目的とするものでなかったた

め，そこに踏み込むことはしなかった。しかし，

辺境県の町・村がほぼすべて「下級公務員型」

であることを考慮すると，政府の経済活動が地

域的に偏っていることは十分に予想される。そ

こで，政府の地方・県別財政支出などに関する

統計データを収集し，それらと地域類型の因果

関係について分析することが必要である。

第４は，地方都市の分析と併せて，カイロの

社会経済的な空間構造を明らかにすることであ

る。カイロの内部構造は，衛星都市の形成にみ

られるように，その空間的な広がりとともに変

化していると考えられる。つまり，都市上層地

区を中心として同心円状に広がる構造から多核

心的な構造へと変化していることが予想される。

最後に第５は，複眼的な視角から地方都市を

核とする地域市場圏を抽出することである。本

論で試みたのはエジプトにおける地域類型の抽

出であり，そこに形成されているであろう，労

働市場圏や商業圏など，地域の経済生活を分析

するのは，残された今後の大きな課題である。

（注１） 行政区分に基づく地方区分は，下エジプ

ト（カイロ県より北のデルタ流域の県），上エジプト

（カイロ県より南のナイル川流域の県），そして辺境

県（シナイ半島の南シナイ県と北シナイ県，リビア

砂漠のワディ・ガディード県，マトルーフ県），そし

て都市県（カイロ県ならびにアレクサンドリア県，

ポート・サイード県，スエズ県）である。それぞれ

の県は，都市部では区（キスム），そして行政末端単

位の町（シヤーハ）に，農村部では郡（マルカズ），

そして行政末端単位の村（カルヤ）に区分される。

（注２） 文化的・情緒的な「地域」については，

ガマール・ヒムダーンを取り上げた長沢（１９９７）を

参照。

上エジプトはカイロを中心とする中央集権的な政

治・行政システムに取り込まれた下エジプトと比べ，

政治・文化的にも経済的にも発展が遅れていること

が言われてきた。しかし，その指摘のほとんどは，

歴史的，文化的なコンテキストのなかでなされてき

た。Hopkinsらによると，そのイメージは，国家と当

の上エジプト人が操作してきたものである［Hopkins

and Saad２００４］。

（注３） Abdel−Fadil（１９７５）の研究は，唯一，付

録のなかで地域に関して言及している。農村部にお

ける平均日当たり賃金が下エジプトよりも上エジプ

トで低かったという［Abdel−Fadil１９７５，１３３］。Rad-

wan and Lee（１９８６）は，依拠する調査（ILO農村全

国世帯調査１９７７年）が１８カ村を対象にし，下エジプ

トと上エジプトで階層的抽出がなされているにもか

かわらず，地域的な偏差については一切触れていな

い。

（注４） Commander（１９８７）は，デルタ３県の３

つの村での農家調査データ（１９８４年）データに依拠

し，デルタ地域の村は同質的であるとして，３つの

村の調査結果をもとに，エジプト農村についての一

般化した結論を導き出している。Adams（１９８６）は，

土地改革の対象となった下エジプト・カフルシェイ

フ県の村と，対象にならなかった上エジプト・ミニ

ヤ県の村に関する事例研究である。Hopkins（１９８７）

は，アシュート県の村における事例研究だが，そこ

では，事例村がエジプト農村の一般的事例として位

置づけられている。

（注５） 例えば，所得に関する分野では，近年の
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研究の主流をなす分野のひとつである貧困について，

次の二者によって，その空間的分布がエジプトでは

初めて明らかにされた。国際食糧政策研究所の世帯

調査データに依拠するDattをはじめとする研究者は，

都市とくらべて農村において貧困率が高いことから，

エジプトの貧困が農村の問題であると主張している

［Jolliffe, Datt and Sharma２００４］。一方，世界銀行の

報告書で推計を担当したEl−Laithyは，上エジプトの

貧困率が農村部だけでなく都市部でも高いことから，

現在のエジプトの貧困問題が上エジプト地方の問題

であると主張している［Government of Egypt and The

World Bank２００２］。

しかし，両者における空間編成に関する関心は，

せいぜい開発援助プログラムのターゲットを特定化

するという政策的な関心に限られている。そのため，

エジプトにおける貧困の空間的分布をめぐり，貧困

を農村全体の問題とする意見と，上エジプト地方に

限定された問題だとする２つの意見がだされていな

がら，意見の相違は単なる技術的な問題として捉え

られ，そこを出発点としてエジプト社会の構造を明

らかにしようという発想はみられない［岩崎２００４］。

これらの研究における関心は，貧困を生み出す構造

的な要因を明らかにすることにおかれているわけで

はないからである［Bush２００４］。貧困要因の分析が

行われる場合でも，せいぜい，説明変数に都市・農

村，地方（下・上エジプト）のダミー変数を加える

にとどまっている。

研究の数において圧倒的に多く，１９９０年代以後に

主流となった構造調整が労働市場に与えた影響に関

する研究についても，同様のことが指摘される。近

年，労働市場に関する社会調査がなされるようにな

り，それに基づいた研究が数多く発表されるように

なった［Assaad２００２］。そこでの問題関心は，政府

・公共部門の雇用削減という政策方針が若年層・高

学歴者と女性に与えた影響におかれている。そのた

め，分析上の特徴として，ジェンダーと教育水準と

いう視点が重視されている。その反面，都市と農村，

地域といった空間的な把握に対する関心は薄い。

（注６） 地域区分を重視したそれ以外の研究とし

ては，短い論文だが，Wahba（２００１）によるものが

ある。Wahba（２００１）は，賃金率の分析を通して，

上エジプトにおいて賃金率が低く，それが教育水準

と就業年数によって測られる経験だけでは説明でき

ない地域間格差によることを明らかにした。その結

果をもとに，いまだ仮説であるとしながらも，エジ

プトの労働市場が地域的に分断されているのではな

いかと指摘している。

所得と就業，教育水準に関するものではないが，

地域区分を重視した研究としては次の３つの農業構

造に関するものがある。

Dyer（１９９７）は，ILOの農家調査（１９７７年）およ

び２つの村における事例調査から得られたデータを

利用し，土地の規模と生産性の関係について検証を

行った。そして，ケナ県の村では土地規模が大きい

ほど土地生産性が向上しているのに対して，ギーザ

県の村では小農経営と高い土地生産性が結びついて

いることを指摘した。

Esfahani（１９８８）は作付けパターンの違いから，米

作中心の「デルタ諸県」，大都市近郊農業の「都市諸

県」，綿花栽培中心の「中部エジプト」，サトウキビ

栽培中心の「上エジプト」にエジプト農村部を分類

した。そして，「都市諸県」と「デルタ６県」では１９７０

年代末に生産量が回復したのに対して，上エジプト

ではそうでなかったこと，それが資本ストックおよ

び農業投資の違いによるものであると論じた。

また，Ireton（１９９８）は県別に農家当たりの土地面

積の動態を分析した。そして，その動態の同質性が

みられる地域類型として「北部と西部デルタ」「中央

デルタ」「下峡谷」「上峡谷」を指摘し，１９８０年以降

にとりわけ「下峡谷」と「上峡谷」で土地分配の不

平等が悪化したことを明らかにした。

（注７） 市（ハイイ）は，都市部における県より

下位の行政自治体の管轄区域を指し，ひとつもしく

は複数の区（キスム）を範囲とする。

（注８） El−Laithyは，労働力標本調査やマクロ統

計を利用して，３つの論点を導き出している。第１

は立地条件による雇用機会の違いについてであり，

大都市に隣接している下エジプトが遠距離の上エジ

プトよりも，大都市，とりわけカイロとその周辺地

域における雇用機会創出の恩恵を受けた可能性であ

る。第２は農業構造の違いについてであり，下エジ

プトでは商品価値の高い作物を中心にした技術集約
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的な農業の展開が農業生産性の向上とともに，農業

労働力の非農業部門への転出を促したのに対して，

上エジプトでは１９９０年代後半に価格下落に見舞われ

たサトウキビを中心にした作付けパターンと農業技

術導入の遅れとが，農業生産性を停滞させ，農業部

門における過剰労働力を滞留させた可能性がある。

第３は，経済成長の初期時点における不平等度の違

いについてであり，土地所有制度，地方内部の都市

─農村間格差，教育，保健などの初期時点における

不平等度の鍵となる様々な側面について，上エジプ

トが下エジプトより不平等度が高い可能性がある

［Government of Egypt and the World Bank２００２；

World Bank２００６］。

（注９） この研究プロジェクトは２００３年より始ま

り，０４年度から０７年度まで，科学研究費補助金・基

盤研究「エジプト社会経済関係基礎データの蓄積と

学際的分析──世帯調査とGISの接合を中心に」（代

表，一橋大学・加藤博教授）として実施された。な

お，両方のデータセットは，世帯レベルの生データ

セットの入手が個人情報保護上の理由から無理であ

るので，世帯レベルより上の最小のデータ単位とな

る町・村単位にデータを加工してもらったものであ

る。

（注１０） 因子分析の主な方法には，主因子法，主

成分法，最尤法の３つがある。本稿では，このうち

因子分析の方法として最も解釈を行いやすい結果が

得られるとされる主成分法を採用した［田中２００６，

２３４―２６２］。

（注１１）５３４５の行政末端単位のうち，欠損値のあ

るものは除外された。そのため，分析で用いられた

数は４９５７である。
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